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2024.4 

 

社会福祉法人 邦知会 

ケアハウス ハートフル広沢運営規程 

 

第１章 総則 

（目 的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人邦知会が設置経営する、ケアハウスハートフル広沢（以下、「施設」

という。）の運営及び管理について必要な事項を定め、業務の適正かつ円滑な執行と老人福祉法の理

念に基づき入居者の生活の安定及び生活の充実を図ることを目的とする。 

２ この規程に定めのない事項については、老人福祉法等関係法令の定めるところによる。 

 

（運営の方針） 

第２条 施設は、入居者の意思及び人格を尊重し、常にその者の立場に立ってサービスの提供を行うよ

うに努めるものとする。 

２ 安定的かつ継続的な事業運営に努める。 

３ 施設は、地域や家庭との結び付きを重視した運営を行い、社会福祉事業に関する熱意及び能力を有

する職員による適切なサービスの提供に努めるとともに、居宅介護支援事業者その他保健医療サー

ビス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めるとともに、関係市町村とも連携を図

り、総合的なサービスの提供に努める。 

 

（名称及び所在地） 

第３条  名称及び所在地は、次のとおりとする。 

一 名  称  ケアハウス ハートフル広沢 

二 所在地  群馬県桐生市広沢町６丁目３３２－１ 

 

（入居定員及び居室数） 

第４条  入居定員及び居室数は、次のとおりとする。  

一  入居定員  ２０人  

二  居室数   個室２０室 

 

（利用料等） 

第５条 施設の利用料等の額は、別表に定めるとおりとし、費用の支払いを受ける場合には、利用者又

はその家族に対して事前に文書に説明をした上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）を

受けることとする。 

 

第２章 職員及び職務分掌 

（職員の職種及び数） 

第６条 施設に次の職員を置く。 
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一 施設長   １名 

二 生活相談員 １名 

三 介護職員  １名 

２ 第１項に定めるもののほか、必要がある場合はその他の職員を置くことが出来る。 

 

（職務） 

第７条 職員の職務内容は次のとおりとする。 

一 施設長 

施設の職員の管理、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行う。施設長に事故あると

きはあらかじめ理事長が定めた職員が施設長の職務を代行する。 

二 生活相談員 

       入居者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、入居者又はその家族の相

談に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行う。 

三 介護職員 

入居者の日常生活の援助、自立支援及び軽微な介護業務に従事する。 

 

第３章 入居及び退去 

（入居者の資格） 

第８条  施設に入居できる者は、次の各号にすべてに該当する者に限る。 

（１）年齢が６０歳以上である者。ただし、夫婦の場合はいずれか一方が６０歳以上であれば差し支え

ない。 

（２）身体機能の低下等が認められる者、または高齢等のため独立して生活するには不安が認められる

者であって日常生活が独立して自立できている者。 

（３）家族と同居及び援助を受けることが困難な者。 

（４）伝染病疾患がなく、かつ問題行動を伴わない方で共同生活が可能な者。 

（５）生活費に充てることができる資産、所得等があり、所定の利用料を継続的に支払うことが可能な

者。 

（６）保証人及び身元引受人が得られる者。ただし、真にやむを得ない特別の事情があると認められる

場合は、この限りではない。 

 

（退去） 

第９条 入居者が次の各号の一に該当する場合には入居契約を終了することとする。 

（１） 入居者の死亡 

（２） 入居者から退去届の提出がありこれを受理したとき。 

（３） 次条の規定により入居契約を解除したとき。 

 

（入居契約の解除） 

第１０条 施設長は、入居者が次の各号の一に該当すると認めたときは入居契約を解除すること 

ができる。 
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（１） 不正またはいつわりの手段によって入居承認をうけたとき。 

（２） 正当な理由なく利用料を滞納したとき、又は支払うことができなくなったとき。 

（３）要介護状態の進行により必要な介護等を受けることができない場合。 

（４）身体又は精神的疾患のため、施設での生活が著しく困難となったとき。 

（５）承認を得ないで、施設の建物、付帯設備等の造作・模様替えを行い、かつ、原状回復をしないと

き。 

（６）金銭の管理、各種サービスの利用について入居者自身で判断ができなくなったとき。 

（７）前各号のほか、共同生活の秩序を著しく乱し他の入居者に迷惑をかけるなど、施設の生活が著し

く不適当と思われる事由が生じたとき。 

２ 施設長は、入所時に契約の解除となる条件について、十分説明し、契約を解除するに至った場合具

体的に理由を文書により通知する。 

 

（入居契約解除時の居室の原状回復） 

第１１条 入居契約の終了及び解除時における居室の原状回復費用は入居者及び保証人負担とする。 

 

第４章 入居者に提供するサービスの内容 

（食事の提供） 

第１２条 施設は、入居者に対し毎日３回食事の提供を行う。ただし、入居者より予め食事をしない旨

の連絡があった場合には提供しなくてもよいこととする。 

２ 食事の時間は次のとおりとする。 

（１）朝食 ７時３０分 ～ ８時３０分 

（２）昼食 １２時００分 ～１３時００分 

（３）夕食 １８時００分 ～１９時００分 

３ 施設は食品の調理加工及び保管は衛生的に行い、栄養士による毎日の献立表を作成して栄養のバラ

ンスに留意するものとする。 

 

（入浴） 

第１３条 入浴は隔日以上とし、施設職員は入居者が定められた時間帯に入浴できるよう準備を行うも

のとする。 

２ 入居者に対する個別の入浴介助は原則として行わない。ただし、介助を必要とする状態となった場

合は、施設は介護保険をはじめ各種の在宅サービスによる入浴介助を受けることができるよう迅速な

対応に努める。この場合、所要の費用は入居者の個人負担とする。 

 

（相談、援助） 

第１４条 施設は、入居者またはその家族に対して、各種相談に応じるとともに、余暇の活用及び在宅

福祉サービスの活用など必要な助言その他の援助を行う。 

 

（協力医療機関等） 

第１５条 施設は、入居者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、次の各号に掲げる要件を満たす
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協力医療機関を定めるものとする。 

一 入居者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常時確保

していること。 

二 施設からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

２ 施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入居者の病状が急変した場合等の対応を確認

するとともに、協力医療機関の名称等を、県知事に届け出るものとする。 

３ 施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）

第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」

という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第

８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の

発生時等の対応を取り決めるように努めるものとする。 

４ 施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医

療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行うものとする。 

５ 施設は、入居者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該入居者の病状が軽快し、

退院が可能となった場合においては、再び施設に速やかに入居させることができるように努める

ものとする。 

６ 施設は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めるものとする。 

 

  協力医療機関等 

（１）菊地医院 内科 

     所在地：群馬県桐生市琴平町２－４７ 

(２) 藤井内科医院 内科 

     所在地：群馬県桐生市境野町６丁目１４６３－１ 

(３) 東邦病院 総合病院 

     所在地：群馬県みどり市笠懸町阿左美１１５５番地 

(４) 恵愛堂病院 内科 外科 整形外科 

     所在地：群馬県みどり市大間々町５０４番地の６ 

（５）加孝歯科クリニック 歯科 

     所在地：群馬県桐生市広沢町７丁目５３１０ 

 

（健康の保持） 

第１６条 入居者の健康管理を確保するため定期的に健康診断を受ける機会を提供することとする。 

２ 入居者から健康に係る相談を受けたときは、速やかに医療機関等の紹介など必要な援助を行うこと

とする。 

 

第５章 施設の利用に当たっての留意事項 

（基本原則） 

第１７条 入居者に対するサービス内容については、施設は老人福祉法の理念に基づき入居者がその心

身の状況に応じて、快適な日常生活を営むことができるよう配慮しなければならない。また、施設は
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サービスの提供にあたっては、入居者又はその家族に対して処遇上必要な事項について理解しやすい

ように説明を行うものとする。 

２ 施設サービスの提供に当たっては、入居者の人権に十分配慮し､心身的虐待行為の禁止は勿論のこ

と、入居者の生命又は身体を保護する為緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等入居者の行動を

制限する行為を行ってはならない。 

３ 施設は、前項の身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入居者の心身の状況、緊

急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 

（居宅介護サービスの利用） 

第１８条 施設は、本ケアハウス利用に付随するものとして、利用を希望する入居者に対して特定施設

入居者生活介護及び介護予防特定施設入居者生活介護の規程に基づき利用契約を締結のうえ、別途

介護等サービスを提供するものとする。この場合、所要の費用は入居者の個人負担とする。 

２ 入居者は、身体状況の変化等により要介護・要介護認定を受け、介護サービス、生活援助サービス

を利用することができるものとする。この場合、所要の費用は入居者の個人負担とする。 

３ 前項の場合、必要に応じて申請手続きの援助を行い、サービス利用に関しては、居宅介護支援事業

所、各サービス事業所と連携を図るものとする。 

 

（専用居室） 

第１９条 専用居室は、原状のまま使用する。 

２ 専用居室の清掃、日常的な維持管理は入居者が行う。 

３ 入居者が故意又は重大な過失により専用居室を破損、破壊したときは、原状に復するか、原状に復

するために必要な経費を負担する。 

４ 身体状況の変化等により、居室内の模様替え等を必要とするときは、あらかじめ施設長の承認を得

なければならない。この場合、原則として退去時に原状に復するものとする。 

 

（居室の変更） 

第２０条 入居者が次の一に該当するときは居室を変更することができる。 

（１） 入居者の身体機能の低下等のため、居室を変更することが適当と認められたとき。 

（２） その他居室の変更が必要と認められるとき。 

 

（外出及び外泊） 

第２１条 入居者は、外出しようとするときは、外出届に所要事項を記入するものとする。 

２ 入居者は、外泊する時には外泊届に所要事項を記入し事前に施設長に届け出るものとする。 

 

（緊急時の対応） 

第２２条 入居者は、身体の状況の急激な変化などで緊急な事態が生じたときは、ナースコール等によ

りいつでも職員の対応をもとめることができる。 

２ 職員は、入居者から緊急の対応要請があったときは、速やかに適切な対応を行う。 

３ 入居者が予め緊急連絡先を届け出ている場合は、関係機関への連絡とともに、その緊急連絡先へも
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速やかに連絡する。 

 

（来 訪 者） 

第２３条 入居者は、来訪者があったときは、その都度来訪者名簿を記入するものとする。 

２ 入居者は来訪者を自室に宿泊させようとするときは、必ず事前に施設長の承認を受けなければなら

ない。 

３ 施設長は特に必要があるときは面会の場所や時間を指定することができるものとする。 

 

（小動物の飼育） 

第２４条 入居者は、施設の承認を受けたうえで、専用居室において、小鳥及び小型魚類の飼育をする

ことができる。ただし、承認を受けた場合であっても、他の入居者に迷惑が及ぶときは、これを禁止

する。 

 

第６章 非常災害対策 

（夜間の管理） 

第２５条 夜間は宿直員を配置し、施設の安全管理と緊急連絡の業務に当たらせる。あわせて、隣接す

る関連施設の協力を得るため、非常通報装置等を連結設置し、常時緊急対応できるように万全の対策

を講ずるものとする。 

 

（非常災害対策） 

第２６条 従業者は常に災害事故防止と利用者の安全確保に努めるものとする。 

２ 施設長は、防火管理者を選任する。 

３ 防火管理者は、定期的に消防用設備、救出用設備等を点検するものとする。 

４ 防火管理者は、非常災害に関する具体的計画を定めるものとし、事業所はこの計画に基づき、年二

回避難・救出訓練等を実施するものとする。 

 

 

第７章 その他施設の運営に関する重要事項 

（入居者留意事項） 

第２７条 施設長は、円滑な施設運営を期するため、別に定める入居者留意事項を入居者に配布し、そ

の趣旨を十分に周知徹底しなければならない。 

 

（施設内の禁止行為） 

第２８条 入居者及び職員は、施設内で次の行為をしてはいけない。 

（１） けんか、口論、泥酔、薬物乱用等他人に迷惑をかけること。 

（２） 宗教習慣等により、自己の利益のために他人の自由を侵害したり、他人を排撃したりすること。 

（３） 指定した場所以外で火気を用いること。 

（４） 施設の秩序、風紀を乱し、又は安全衛生を害すること。 

（５） 故意又は無断で、施設もしくは備品に損害を与え、またはこれらを施設外に持ち出すこと。 
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（個人情報の保護） 

第２９条 利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が

作成した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し適

切な取扱いに努めるものとする。 

２ 施設が得た利用者又はその家族の個人情報については、施設での介護サービスの提供以外の目的で

は原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については必要に応じて利用者又はその家族の同

意を得るものとする。 

３ 施設は、従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業

者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者との雇用契約に含めるものとす

る。 

 

（衛生管理等） 

第３０条 施設は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛 

生的な管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講ずるものとする。 

２ 施設は、施設内において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置

を講じるものとする。 

  一 施設における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむ

ね３月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

  二 施設における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

  三 施設において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を

定期的に実施する。 

 

（事故発生の防止及び発生時の対応） 

第３１条 施設は、事故の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じるものとする。 

一 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発生の防止のため 

の指針の整備 

  二 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、 

その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制の整備 

  三 事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修の実施 

２  施設は、施設サービスの提供により事故が発生した場合には速やかに市町村及び入居者の家族等に

連絡するとともに、必要な措置を講じるものとする。 

３  前項において、賠償すべき事故が発生した場合には速やかに損害賠償を行うものとする。 

 

（苦情等への対応） 

第３２条 施設は、その行った処遇に関する入居者及びその家族からの苦情又は要望に迅速かつ適切に

対応するために、苦情等受付窓口を設置し、苦情等を受け付けた時には速やかに事実関係を調査する

とともに、対応の結果について入居者又はその家族に報告することとする。 

２ 施設は、苦情等受付の窓口（受付担当者やご意見箱の設置場所等）や苦情等解決のための手続きに
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ついて、入居者及び施設職員等に対して周知を図るものとする。 

 

（重要事項の掲示） 

第３３条 施設は、施設内の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務体制、協力医療機関、利用

料その他サービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示するものとする。 

 

（地域社会との連携） 

第３４条 施設長は、地域社会との連携に努め、入居者が地域の一員として自立した生きがいのある生

活が営めるよう配慮することとする。 

 

（記録の整備） 

第３５条 施設は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 施設は、入所者の処遇の状況に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保

存しなければならない。 

一 入居者に提供する具体的なサービスに関する計画 

二 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

三 第３１条に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

四 第３２条に規定する苦情の内容等の記録 

 五 第３７条に規定する身体拘束のその態様及び時間、その際の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由など必要な事項の記録 

 

（虐待防止のための措置に関する事項） 

第３６条  施設は、利用者の人権擁護・虐待の防止のため次の措置を講ずるものとする。 

一 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、従

業者に周知徹底を図る。 

二 虐待の防止のための指針を整備する。 

三 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。 

２ 施設は、従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思わ

れる利用者を発見した場合は、速やかに市町村に通報するものとする。 

 

（身体拘束等の原則禁止） 

第３７条 施設は、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）を行わない。 

２ 施設は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、本人又は家族に対し、身体拘束の内容、理由、期

間等について説明し同意を得た上で、その態様及び時間、その際の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由など必要な事項を記載することとする。 

３ 施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

一 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、その
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結果について，介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

三 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第３８条  施設は、感染症や非常災害の発生時において、施設の円滑な運営を継続的に実施するた

めの、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）

を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。 

２ 施設は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期

的に実施するものとする。 

３ 施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うもの

とする。 

 

（研修の機会の確保） 

第３９条 施設は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法

第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に

対し、認知症介護の係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じるものとする。 

２ 施設は、従業者の資質の向上を図るため、研修の機会を次のとおり設けるものとし、業務体制

の整備を行うものとする。 

一 採用時研修 採用後 1か月以内 

二 継続研修   法人研修計画による 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第４０条 施設は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は

優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就

業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。 

 

（改正） 

第４１条 この規程の改正は理事会の議決により行う。 

 

附則（施行） 

この規程は平成２２年 ４月１日から施行する。 

この規程は平成２４年 ４月１日から施行する。 

この規程は平成２５年 ４月１日から施行する。 

この規程は平成２６年 ４月１日から施行する。 

この規程は平成３０年 ４月１日から施行する。 

この規定は平成３１年 ４月１日から施行する。 

この規程は令和 1年１０月１日から施行する。 

この規程は令和 ２年 ４月 1日から施行する。 
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この規程は令和 ３年 ４月 1日から施行する。 

この規程は令和 ４年 ４月 1日から施行する。 

この規程は令和 ５年 ４月 1日から施行する。 

この規程は令和 ６年 ４月 1日から施行する。 

 

 

別表   

＜ケアハウス  ハートフル広沢 入居者利用料徴収額一覧表＞ 

 （単位：円） 

対象収入による階層区費 
入居者からの利用徴収額（月額） 

事務費 生活費 管理費 合   計 

1 
 1,500,000円以下（夫婦１階層） 7,000 46,940 15,000 68,940 

 1,500,000円以下（単身１階層） 10,000 46,940 15,000 71,940 

2  1,500,001～1,600,000円 13,000 46,940 15,000 74,940 

3  1,600,001～1,700,000円 16,000 46,940 15,000 77,940 

4  1,700,001～1,800,000円 19,000 46,940 15,000 80,940 

5  1,800,001～1,900,000円 22,000 46,940 15,000 83,940 

6  1,900,001～2,000,000円 25,000 46,940 15,000 86,940 

7  2,000,001～2,100,000円 30,000 46,940 15,000 91,940 

8  2,100,001円以上 31,722 46,940 15,000 93,662 

（注１）この表における「対象収入」とは前年の収入から、租税・社会保険料・医療費等の必要

経費を控除した後の収入をいう。 

（注２）冬期加算（１１月～３月）２，７１０円 

（その他の料金） 

内          容 金           額 

電気代 
基 本 料 １か月につき、８８５円 

使 用 料 メーター計測により、要した額の実費 

水道代 
基 本 料 １か月につき１，７６０円 

使 用 料 １か月につき１，０００円 

外泊時等１日欠食代返金額 ６９０円 

退去時居室クリーニング代 ２７，５００円 

その他諸費用実費 
その他入居者の負担が適当と思われる費用が生じた場合

は、要した額の実費 

 


